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本研究では，国際海上コンテナ貨物流動モデル（MICSS）を用い，道路施策の実施による国内輸送環境

の変化に伴い国際海上コンテナの利用港湾（国内）が変化することを示した．さらに，利用港湾の変化，

つまり国内OD量の変化を考慮して道路施策の効果を算定したケース（提案する手法）は，考慮せずに算

定したケース（従来の手法）に比べ，道路施策の効果が大きく算定されることを示した．  
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1. はじめに 

 

新興国の経済成長やサプライチェーンのグローバル化

等を背景に世界の国際海上コンテナ輸送の荷動き量は増

加傾向にある．2009年はリーマンショックの影響で初の

マイナス成長（-9.9%）となったものの，2007年以降10%

前後の高い伸び率を示している1)．このように増加を続

けるコンテナの陸上輸送を円滑に行う環境を提供するた

め，我が国では国際物流基幹ネットワーク整備をはじめ

とする各種の道路施策を展開してきている．施策を検討

する際には，施策を実施することによる交通流の変化を

高い精度で推計することにより，施策の効果を適切に評

価することが重要である． 

従来，交通流変化の推計は図-1の「従来の手法」に示

すとおり，貨物の国内OD量は施策実施前後で変化しな

いという条件のもとで行われることがほとんどである．

これは，国内に起終点を持つ貨物であれば，大きな土地

利用や産業立地の変化が起こらない程度の短期間を想定

した推計においては問題ない． 

ところが国際貨物の場合は，国内の港湾はあくまで中

継地点であり，最終的な目的地は海外の港湾等であるた

め，国内の陸上輸送条件が変化すると利用する国内港湾

もそれに応じて変化することがありうる．例えば，図-1

の「提案する方法」に示すように，B港を利用していた

貨物が道路整備によりアクセス性の高まったA港を利用

するようになり，結果A市－A港間のOD量が道路整備後

に増加することが考えられる．道路施策効果を評価する

際に用いる指標の一つである走行時間短縮量等は対象と

するOD量に比例することから，従来のOD量を固定した

推計手法は道路施策効果を過小に評価していることにな

る．なぜなら，従来の手法は道路施策実施前の少ない

OD量を対象として推計しているためである． 

例えば秋田ら2)は，国際海上コンテナ輸送で荷主企業

が国内港湾を選択する際，「港の船舶寄港頻度」「港運

業者の信頼度の高さ」「港湾荷役の迅速さ」といった港

に関する要因以外にも，「港までの国内輸送費の安さ」

や「内陸とのアクセス道」といった国内の陸上輸送経路

に関する要因についても重視していることを明らかにし

ている． 
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①貨物輸送量（国内 251ゾーン－国外 33港湾間）設定 

全国輸出入コンテナ貨物流動調査 7)をもとに，国内

251ゾーン－国外 33港湾間の貨物輸送量を設定． 

②一般化費用の算定 

次の A，B 及び C についての一般化費用を算定．C

のみシナリオ０及びシナリオ１の両者について算定． 

A：港湾利用費用 

国内 65港湾及び国外 33港湾における荷役費，搬

出入時間等 

 B：海上輸送費用 

国内 65 港湾－国外 33 港湾間の組み合わせ 2,145

通りについての海上輸送費用等 

C：国内陸上輸送費用 

国内 251ゾーン－国内 65港湾間（16,315（=251×

65）通り）の国内陸上輸送費用（所要時間×時間

価値＋有料道路料金）の最小値を算定．なお，

時間価値は既存研究8)をもとに 75円/分とした． 

③国内ＯＤ量（国内 251ゾーン－国内 65港湾間）算定 

国内のあるゾーンから国外のある港湾間の一般化費

用は，国内65港湾を経由する経路の数，即ち65通り

得られる．シナリオ０及びシナリオ１について，②

で算定した一般化費用の合計をモデル全体で最小に

する収束計算を行い，①で設定した貨物輸送量から

国内OD量を算定した． 

 
 

4.  分析結果 

 

(1) 道路施策による利用港湾の変化 

シナリオ０（平成17年）及びシナリオ１（北関東自動

車道及び首都圏３環状道路完成）における港湾の取扱貨

物量を比較した（図-5）．日立港，常陸那珂港，千葉港，
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川崎港及び横浜港においては，シナリオ１はシナリオ０

に比べてそれぞれ1.7％，0.2%，1.1％，1.0％，0.3％増加

した．これは，シナリオ１の道路施策によってこれらの

港湾へのアクセス性が高まるためである．一方，東京港

においては2.5%減少した．これは，環状道路整備による

バイパス効果で，東京港を利用していた貨物が周辺の港

湾を利用するようになるためである． 

この結果は，道路施策による国内輸送環境の変化に伴

いコンテナ貨物の利用港湾が変化することを示している． 

 

(2) 走行時間及び一般化費用の短縮量 

 道路施策の実施に伴う利用港湾の変化，つまり国内

OD 量の変化を考慮しないケース（従来の手法）及び考

慮するケース（提案する手法）それぞれで、道路施策の

実施による走行時間及び一般化費用の短縮量（シナリオ

０→シナリオ１）を算定した．結果を図-6 に示す．推

計に用いた ODは，道路整備の対象エリアの両端に位置

する神奈川県及び茨城県とした．また，シナリオ１の関

東地域の OD量は，提案する手法の値が従来の手法の値

を上回る．このため、ここでは 1台あたりの平均値で比

較する．提案する手法で算定した走行時間の短縮量

（0.53 時間）は従来の手法による短縮量（0.42 時間）よ

り 26%大きい．また，提案する手法で算定した一般化費

用の短縮量（1,436 円）は，従来の手法による短縮量

（1,131円）より 27%大きい．  

この結果は，道路施策の実施に伴う利用港湾の変化を

考慮すると，道路施策の整備効果が大きく算定されるこ

とを示している． 

 

5. おわりに 

 

本研究では，道路施策の実施による国内輸送環境の変

化に伴い，国際海上コンテナの利用港湾（国内）が0.3%

～2.5%と僅かであるものの変化することを示した．さら

に，利用港湾の変化，即ち国内OD量の変化を考慮して

道路施策の効果を算定したケース（提案する手法）は，

考慮せずに算定したケース（従来の手法）に比べ，走行

時間及び一般化費用の短縮量はそれぞれ26%及び27%大

きく算定されることを示した． 
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図-6 走行時間及び一般化費用の短縮量 
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